
運営推進会議等における外部評価の実施について 

 

 

本資料は、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第３条

の３７第１項に定める介護・医療連携推進会議、第３４条第１項（第８８条、第１０８条

及び第１８２条において準用する場合に限る。）に規定する運営推進会議を活用した評価

の実施等について（平成２７年３月２７日老振発０３２７第４号、老老発０３２７第１

号）」の通知のうち、事業所に関連する部分を抜粋して作成しています。 

（令和６年３月１５日老高発０３１５第１号、老認発０３１５第１号、老老発０３１５第

１号改正） 

 

 

概要 

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、指定小規模多機能型居宅介護事業所（指

定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所を含む。以下同じ。）又は指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所については、従来、都道府県が指定する外部評価機関が、事業所が行

った自己評価結果に基づき、第三者の観点から、サービスの評価を行うこととしていたと

ころですが、先般の見直しにより、事業所が自らその提供するサービスの質の評価として

自己評価を行い、これを指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準（平成１８年厚生労働省令第３４号。以下「地域密着型サービス基準」という。）第３

条の３７第１項に規定する介護・医療連携推進会議又は第３４条第１項（第８８条及び第

１８２条において準用する場合に限る。）に規定する運営推進会議（以下「運営推進会議

等」という。）に報告した上で公表する仕組みとされています。 

また、指定認知症対応型共同生活介護事業所（指定介護予防認知症対応型共同生活介護

事業所を含む。以下同じ。）については、従来、地域密着型サービス基準第９７条第８項

に規定する外部の者による評価と第３４条第１項（第１０８条において準用する場合に限

る。）に規定する運営推進会議の双方で「第三者による評価」を行うこととされていたと

ころですが、今般の見直しにより、事業所が自らその提供するサービスの質の評価として

自己評価を行い、これを市町村や地域包括支援センター等の公正・中立な立場にある第三

者が出席する運営推進会議に報告し、評価を受けた上で公表する仕組みを制度的に位置づ

け、当該運営推進会議と地域密着型サービス基準第９７条第８項第１号に規定する外部の

者による評価のいずれかから、第三者評価を受けることとされました。 

 

 

１ 総論 

地域密着型サービス基準は、指定地域密着型サービスの事業がその目的を達成するため

に必要な最低限度の基準を定めたものであり、このうち運営推進会議等に関する事項は、

市町村が条例を定めるに当たって参酌すべき基準に該当し、市町村の指導監査や立入調査



等において遵守状況の点検対象となる場合があります。 

地域密着型サービス基準では、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所は介護・

医療連携推進会議をおおむね６月に１回以上、指定小規模多機能型居宅介護事業者、指定

認知症対応型共同生活介護事業者及び指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は運営推

進会議をおおむね２月に１回以上開催することが規定されていますが、サービスの改善及

び質の向上を目的として、各事業所が自ら提供するサービスについて評価・点検（自己評

価）を行うとともに、当該自己評価結果について、運営推進会議等において第三者の観点

からサービスの評価（外部評価）を１年に１回以上行うこと（指定認知症対応型共同生活

介護事業所においては地域密着型サービス基準第９７条第８項第１号に規定する外部の

者による評価との選択制）とされています。これによりサービスの質の評価の客観性を高

め、サービスの質の改善を図ることを目的としています。 

各事業者には、運営推進会議等の開催、運営推進会議等を活用した評価の実施並びに結

果の公表を行うことが地域密着型サービス指定基準により義務づけられており、利用者に

対するサービス提供にあたり、職員に対し、十分に意識づけを図ることが重要です。 

 

 

２ 評価の実施方法について 

 

一 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

イ 自己評価について 

事業所が自ら提供するサービス内容について振り返りを行い、定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所として提供するサービスについて個々の従業者の問題意識を向上させ、

事業所全体の質の向上につなげていくことを目指すものです。 

 

ロ 介護・医療連携推進会議による評価について 

(１) 介護・医療連携推進会議において、当該事業所が行った自己評価結果に基づき、当該

事業所で提供されているサービスの内容や課題等について共有を図るとともに、利用者、

地域の医療関係者、市町村職員、地域住民の代表者等が第三者の観点から評価を行うこと

により、新たな課題や改善点を明らかにすることが必要です。 

 

(２) このため、当該評価を行うために開催する介護・医療連携推進会議には、市町村職員

又は地域包括支援センター職員、定期巡回・随時対応型訪問介護看護に知見を有し公正・

中立な第三者（事業者団体関係者、学識経験者、外部評価調査員研修修了者等）の立場に

ある者の参加が必要です。これらの者について、やむを得ない事情により、介護・医療連

携推進会議への出席が困難な場合であっても、事前に資料を送付し得た意見を介護・医療

連携推進会議に報告する等により、一定の関与を確保すること。 

 



 

二 小規模多機能型居宅介護 

イ 自己評価について 

(１) 事業所の全ての従業者が自ら提供するサービス内容について振り返りを行い、その上

で、他の従業者の振り返り結果を当該事業所の従業者が相互に確認しながら、現状の課題

や質の向上に向けて必要となる取組等について話し合いを行うことにより、事業所として

提供するサービスについて個々の従業者の問題意識を向上させ、事業所全体の質の向上に

つなげていくことを目指すものです。 

 

(２) したがって、小規模多機能型居宅介護における自己評価は、事業所の全ての従業者が

自ら提供するサービス内容についての振り返りとして行う自己評価（スタッフ個別評価）

と、従業者が相互に事業所が提供するサービス内容について振り返りとして行う自己評価

（事業所自己評価）により構成されます。 

 

① スタッフ個別評価 

・ 利用者へのサービス提供を行う個々の従業者が、これまでの取組やかかわりについて個

人で振り返るものであること。 

・ 原則として、地域密着型サービス基準により配置が義務づけられている全ての従業者が

行うことが望ましいが、やむを得ない事情によりスタッフ個別評価を行うことできなかっ

た従業者があった場合に、直ちに地域密着型サービス指定基準に規定する評価の要件を満

たさないこととなるものではないこと。 

 

② 事業所自己評価 

・ 各自が取り組んだスタッフ個別評価を持ち寄り、管理者、計画作成担当者、看護職員、

介護職員等が参加する事業所全体のミーティングにより、それぞれの考え方や取組状況に

関する認識の違いなどを話し合う過程を通じて、事業所全体の振り返りを行うものである

こと。 

・ 管理者や計画作成担当者が単独で作成するものではなく、複数の従事者が参加するミー

ティングをもとに作成することとし、スタッフ個別評価を行った従業者は、可能な限り参

加に努めること。 

 

ロ 運営推進会議における評価について 

(１) 運営推進会議における評価は、事業所自己評価で取りまとめた当該事業所で提供され

ているサービスの内容や課題等について、運営推進会議に報告した上で、利用者、市町村

職員、地域住民等が第三者の観点からの意見を得ることにより、新たな課題や改善点を明

らかにし、サービスの質の向上を図るとともに、地域包括ケアの中で当該事業所が果たす

べき役割を明らかにしていくことを目指すものです。 



 

(２) 運営推進会議における評価を行う場合には、市町村職員又は地域包括支援センター職

員、サービスや評価について知見を有し公正・中立な第三者（事業者団体関係者、学識経

験者、外部評価調査員研修修了者等）の立場にある者の参加が必要です。これらの者につ

いて、やむを得ない事情により、運営推進会議への出席が困難な場合であっても、事前に

資料を送付し得た意見を運営推進会議に報告する等により、一定の関与を確保すること。 

 

 

三 認知症対応型共同生活介護 

イ 自己評価について 

事業所が自ら提供するサービス内容について振り返りを行い、認知症対応型共同生活介

護事業所として提供するサービスについて個々の従業者の問題意識を向上させ、事業所全

体の質の向上につなげていくことを目指すものです。 

 

ロ 運営推進会議による評価について 

(１) 運営推進会議における評価は、自己評価で取りまとめた当該事業所で提供されている

サービスの内容や課題等について、運営推進会議に報告した上で、利用者、市町村職員、

地域住民等が第三者の観点からの意見を得ることにより、新たな課題や改善点を明らかに

し、サービスの質の向上を図るとともに、地域包括ケアの中で当該事業所が果たすべき役

割を明らかにしていくことを目指すものです。 

 

(２) 運営推進会議における評価を行う場合には、市町村職員又は地域包括支援センター職

員、サービスや評価について知見を有し公正・中立な第三者（事業者団体関係者、学識経

験者、外部評価調査員研修修了者等）の立場にある者の参加が必要です。これらの者につ

いて、やむを得ない事情により、運営推進会議への出席が困難な場合であっても、事前に

資料を送付し得た意見を運営推進会議に報告する等により、一定の関与を確保すること。 

 

(３) 地域密着型サービス基準第９７条第８項第１号に規定する外部の者による評価は、

「第三者による評価」という点において、運営推進会議を活用した評価と同様の目的を有

していることから、当該外部の者による評価を受けた場合には、運営推進会議を活用した

評価を受けたものとみなすこととします。 

 

 

四 看護小規模多機能型居宅介護 

イ 自己評価について 

(１) 看護小規模多機能型居宅介護従業者（地域密着型サービス基準第１７１条第１項に規



定する看護小規模多機能型居宅介護従業者をいう。）及び指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所の管理者（以下「従業者等」という。）が自ら提供するサービス内容について振

り返りを行い、その上で、他の従業者等の振り返り結果を当該事業所の従業者等が相互に

確認しながら、現状の課題や質の向上に向けて必要となる取組等について話し合いを行う

ことにより、事業所として提供するサービスについて個々の従業者等の問題意識を向上さ

せ、事業所全体の質の向上につなげていくことを目指すものです。 

 

(２) したがって、看護小規模多機能型居宅介護における自己評価は、事業所の全ての従業

者等が自ら提供するサービス内容についての振り返りとして行う自己評価（従業者等自己

評価）と、従業者等が相互に事業所が提供するサービス内容について振り返りとして行う

自己評価（事業所自己評価）により構成されます。 

 

① 従業者等自己評価 

・ 利用者へのサービス提供を行う個々の従業者等が、これまでの取組や関わりについて個

人で振り返るものです。 

・ 原則として、全ての従業者等が行うことが望ましいが、やむを得ない事情により従業者

等自己評価を行うことできなかった従業者等があった場合に、直ちに地域密着型サービス

基準に規定する評価の要件を満たさないこととなるものではないこと。 

 

② 事業所自己評価 

・ 各自が取り組んだ従業者等自己評価を持ち寄り、すべての従業者等が参加する事業所全

体のミーティングにより、それぞれの考え方や取組状況に関する認識の違いなどを話し合

う過程を通じて、事業所全体の振り返りを行うものです。 

・ 管理者や代表者が単独で作成するものではなく、複数の従業者等が参加するミーティン

グをもとに作成することとし、従業者等自己評価を行った従業者等は、可能な限り参加に

努めること。 

 

ロ 運営推進会議における評価について 

(１) 運営推進会議における評価は、事業所自己評価で取りまとめた当該事業所で提供され

ているサービスの内容や課題等について、運営推進会議に報告した上で、利用者、地域の

医療関係者、市町村職員、地域住民等が第三者の観点からの意見を得ることにより、新た

な課題や改善点を明らかにし、サービスの質の向上を図るとともに、地域包括ケアの中で

当該事業所が果たすべき役割を明らかにしていくことを目指すものであること。 

 

(２) 運営推進会議における評価を行う場合には、市町村職員又は地域包括支援センター職

員、サービスや評価について知見を有し公正・中立な第三者（事業者団体関係者、学識経

験者、外部評価調査員研修修了者等）の立場にある者の参加が必要です。これらの者につ

いて、やむを得ない事情により、運営推進会議への出席が困難な場合であっても、事前に



資料を送付し得た意見を運営推進会議に報告する等により、一定の関与を確保すること。 

 

 

３ 様式等について 

(１) 自己評価及び運営推進会議等を活用した評価は、当該事業所を設置・運営する法人の

代表者の責任の下に、管理者が従事者と協議して実施することとします。 

 

(２) 自己評価及び運営推進会議等を活用した評価は、サービスの改善及び質の向上に資す

る適切な手法により行うものとする。 

なお、評価に係る項目の参考例については、次のとおり示されています。 

 

（サービスごとの様式） 

○ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

・ 自己評価・外部評価評価表・・別紙１ 

 

○ 小規模多機能型居宅介護 

・ スタッフ個別評価・・・・・・別紙２－１ 

・ 事業所自己評価・・・・・・・別紙２－２ 

・ 地域からの評価・・・・・・・別紙２－３ 

・ サービス評価総括表・・・・・別紙２－４ 

 

○ 認知症対応型共同生活介護 

・ 自己評価・外部評価・運営推進会議活用ツール・・・別紙２の２ 

 

○ 看護小規模多機能型居宅介護 

・ 従業者等自己評価・・・・・・別紙３－１ 

・ 事業所自己評価・・・・・・・別紙３－２ 

・ 運営推進会議における評価・・別紙３－３ 

 

 

※各様式については、次の藤沢市 webページをご確認ください。 

 

ホーム > 健康・医療・福祉 > 高齢者福祉・介護 > 介護保険 > 事業者の方へ > 事

業者指定・変更・加算届 > 介護予防訪問型サービス・介護予防通所型サービス事業

者の指定等について > 自己評価及び外部評価 

 

https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/kaigo-

j/kenko/fukushi/kaigohoken/jigyosha/chiikimittyaku/hyouka.html 



４ 結果の公表について 

(１) 運営推進会議等を活用した評価の結果は、公表しなければなりません。 

なお、３に掲げる評価項目の参考例に基づき評価を行う場合には、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業者については別紙１を、指定小規模多機能型居宅介護事業者につ

いては別紙２－２及び別紙２－４を、指定認知症対応型共同生活介護については別紙２の

２を、指定看護小規模多機能型居宅介護事業者については別紙３－３を公表すること。 

 

(２) 運営推進会議等を活用した評価の結果は、利用者及びその家族に対して手交若しくは

送付するとともに、「介護サービスの情報公表制度」に基づく介護サービス情報公表シス

テムへの掲載、法人のホームページへの掲載、独立行政法人福祉医療機構が運営する「福

祉医療情報ネットワークシステム（ＷＡＭＮＥＴ）」の利用又は事業所内の見やすい場所

への掲示などの方法により公表すること。 

 

 

以 上 

 

 

作成：２０２５年（令和７年）８月２８日 

 

 

（事務担当）             

藤沢市役所 福祉部 介護保険課    

企画・事業所担当           

電話：０４６６-５０-８２７０（直通） 

 


